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【様式B　取引先が海外から調達している製品等に関して、
取引先が申請者に対し、生産・増産要請を行う場合】
令和５年○月○日
事業再構築補助金事務局　御中

○○○株式会社※１　発行主体＝補助金申請者にとっての取引先です。
※２「証明者」の役職について、応募上の指定はありませんが、本証明書の内容を証明できる権限を持った主体としてください。
※３　押印は不要です。

東京都○○区○○XX-X-X
○○　○○　


生産（増産）要請に関する証明書（B）

当社は、●●●＜製品名＞について、株式会社○○（補助金申請者）に対し、生産（増産）要請することを下記のとおり証明する。

記
１.　要請先（補助金申請者）
　株式会社○○

２.　製品名
●●●

３.　要請内容（例）
当社は、○年度に○○の生産を予定しており、～～～の観点から、株式会社○○（補助金申請者）に対し、○○の生産に必要な●●●の国内生産体制の構築を要請する。

　　４．事業再構築指針における「国内回帰」類型の海外製造等要件に関して
　　　海外製造等要件の充足を示すために、当社が海外から調達している製品等に関し、株式会社○○（補助金申請者）に資料・データを提供しました。
以上事業再構築指針における「国内回帰」類型の海外製造等要件について、取引先のデータ・資料を提出する場合、３．の文言を必ず記載してください。
記載内容について、事務局から問合せをする場合があります。部署名、氏名、連絡先を必須とします。

	（本件に関する問い合わせ担当者）
○○○株式会社（本証明書を作成した会社）
　△△　△△△△
電話　：**-****-****
メール：*************@******



